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下水道の事業としての特徴

１ 下水道は地方自治体が提供する有料の汚水処理サービスである。

・事業としては「公営企業」として運営が義務づけられている。 （地方
財政法・地方公営企業法）

2 下水道は 「装置産業」 である。

3下水道は 「密度産業」 である。
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• ① 公営企業＝地方公共団体が行う事業のうち「企業」として運営する事業

• ② 経営の基本＝独立採算原則、特別会計、企業会計方式で経理
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下水道は 「装置産業」 である。

１．最初に建設資金を借りて設備・装置を作り（設備投資）、利用者が払う使用料で施設を維持管理し、借金は事業のもうけ（利
益）で返していく。固定費負担が重い事業である。

２．設備投資（更新）の判断を間違うと資金が回らなくなり、施設は「負の遺産」化する。

（参考） 最初の下水道整備時には、国は事業費の２分の１の補助と、長期低利の資金と返済時の地方財政措置で支援した。しか
し更新の財源については、国の財政当局は使用料で賄うよう促している（下水道協会誌２０２４年２月号６２頁）。

耐用年数１５～５０年、下水道債の償還期間 最長４０年（３０年固定、３０年超は変動金利）

「処理区域人口１人当り総事業費」（千円/人） ＝総事業費（千円）÷処理区域内人口

６３４億８１５７万5千円 ÷ ９０，５７９人 ＝ ７００，８４２円/人

１世帯 ２人として ７００、８４２円 × ２人＝１、４０１、６８４円/世帯

＊浄化槽設置費用とほぼ同じ金額
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下道整備が進んだ背景に1990年の米構造協議による630兆円の公共投
資基本計画（H7-16経済企画庁）がある。
平成２２年度から国補助金予算は５，０００億円台で固定。
これからの更新財源は補助金でなく、使用料で。
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〇 一般会計繰出基準(抜粋)

1 雨水処理に要する経費

2 分流式下水道に要する経費

3 下水の規制に関する事務経費

4 水洗便所への改造命令事務経費

5 風呂用水の処理に要する経費

6 高度処理に要する経費

7 高資本費対策に要する経費

8 下水道事業債(特別措置)償還係費

〇 M市の例(令和４年度)

自治体の財政担当者は、基準財政需要額は標準的な
経費であり、公営企業への繰出金についても基準財政
需要額への算入分こそが繰出基準にかなう額であると
誤解しがち。下水道事業に係る繰出金の基準財政需
要額への算入は、概算で5割程度。繰出通知に沿った
額の繰出を行うと、基準財政需要額だけでは十分にカ
バーできない。基準財政収入額に算入されない地方
税等である留保財源で対応せざるを得ない。

国の財政支援は地方交付税制度を
使って行うので、財政力の高低で自治
体への支援額が調整（減額）される。
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百万円

30億３百万円

16億82百万円

12億３百万円

7億９８百万円
(財政力指数0.337から推計)
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国の下水道１０年概成（令和８年度）後の区域
拡張についての問題

・下水道未整備地域の住民は、水洗便所を使用するため、自分で浄化槽を設置して使っている。

・したがって、下水道区域を拡張しても、接続率は延びず低迷することが懸念される。

・下水道処理区域内の住民には下水道法で接続（改造）義務が課せられており、罰則規定もある。

（水洗便所への改造義務等）

第１１条の３ 処理区域内においてくみ取便所が設けられている建築物を所有する者は、当該処理区域につ
いての第９条第２項において準用する同条第１項の規定により公示された下水の処理を開始すべき日から
３年以内に、その便所を水洗便所（汚水管が公共下水道に連結されたものに限る。以下同じ。）に改造しな
ければならない。

３ 公共下水道管理者は、第１項の規定に違反している者に対し、相当の期間を定めて、当該くみ取便所を
水洗便所に改造すべきことを命ずることができる。ただし、当該建築物が近く除却され、又は移転される予
定のものである場合、水洗便所への改造に必要な資金の調達が困難な事情がある場合等当該くみ取便
所を水洗便所に改造していないことについて相当の理由があると認められる場合は、この限りでない。

（罰則） 第４８条 第１１条の３第３項又は第４項の規定による命令に違反した場合には、当該違反行為を
した者は、３０万円以下の罰金に処する。
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